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者
が
商
工
セ
ン
タ
ー
の
窓
口
で
行

う
が
、
期
間
終
了
後
は
、
市
内
の

郵
便
局
に
引
き
換
え
業
務
を
依
頼

す
る
予
定
で
あ
り
、
こ
れ
に
か
か

る
手
数
料
を
支
払
う
も
の
で
あ
る
。

○
行
田
市
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例

　
　

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
災

地
か
ら
転
入
さ
れ
た
方
は
対
象
と

な
る
の
か
。

　
　

都
道
府
県
内
に
お
い
て
災
害

救
助
法
が
適
用
さ
れ
た
市
町
村
が

１
つ
以
上
あ
る
よ
う
な
災
害
で
、

負
傷
ま
た
は
住
宅
家
財
に
被
害
を

受
け
た
方
が
対
象
と
い
う
適
用
条

件
が
あ
る
が
、
申
請
は
被
災
し
た

際
の
市
町
村
へ
行
う
こ
と
と
な
る
。

○
行
田
市
介
護
保
険
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例

　
　

こ
の
改
正
に
お
け
る
最
終
的

な
保
険
料
率
は
い
つ
適
用
さ
れ
る

の
か
。

　
　

今
年
度
中
に
介
護
保
険
法
施

行
令
が
改
正
さ
れ
、
完
全
実
施
時

に
お
け
る
軽
減
幅
が
定
め
ら
れ
る

予
定
で
あ
り
、
こ
れ
に
基
づ
き
、

令
和
２
年
度
に
最
終
的
な
保
険
料

率
を
適
用
す
る
予
定
で
あ
る
。

○
行
田
市
火
災
予
防
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例

　
　

市
内
に
特
定
小
規
模
施
設
に

該
当
す
る
民
泊
施
設
は
あ
る
の
か
。

　
　

特
定
小
規
模
施
設
は
16
あ
る

が
、
い
ず
れ
も
民
泊
施
設
で
は
な

く
、
市
内
に
は
民
泊
施
設
は
な
い
。

　
　

特
定
小
規
模
施
設
用
自
動
火

災
報
知
設
備
の
特
徴
は
。

　
　

電
池
式
で
あ
る
な
ど
、
自
動

火
災
報
知
設
備
に
比
べ
て
、
設
置

費
用
が
安
価
で
あ
る
。

○
令
和
元
年
度
行
田
市
介
護
保
険

事
業
費
特
別
会
計
補
正
予
算

　
　

特
定
処
遇
改
善
加
算
の
対
象

と
な
る
経
験
、
技
能
の
あ
る
職
員

と
は
ど
の
よ
う
な
職
員
か
。

　
　

勤
続
10
年
以
上
の
介
護
福
祉

士
で
あ
る
。

○
令
和
元
年
度
行
田
市
一
般
会
計

補
正
予
算

　
　

幼
児
教
育
・
保
育
無
償
化
の

実
施
に
伴
い
、
給
食
費
が
保
護
者

負
担
と
な
る
理
由
は
。

　
　

給
食
費
の
う
ち
の
副
食
費
は

保
育
料
に
含
ま
れ
て
い
た
た
め
、

負
担
が
見
え
な
か
っ
た
が
、
今
回

か
ら
実
費
を
徴
収
す
る
。
こ
の
よ

う
に
自
宅
で
子
育
て
を
行
う
場
合

で
も
同
様
に
か
か
る
費
用
に
つ
い

て
は
、
引
き
続
き
保
護
者
負
担
が

原
則
で
あ
る
と
い
う
国
の
方
針
に

基
づ
く
も
の
で
あ
る
。

　
　

未
婚
の
ひ
と
り
親
臨
時
特
別

給
付
金
は
、
そ
の
表
現
か
ら
市
が

当
然
支
払
う
べ
き
性
質
の
も
の
と

考
え
る
が
、
対
象
者
か
ら
の
申
請

が
必
要
と
な
る
理
由
は
何
か
。

　
　

児
童
扶
養
手
当
の
受
給
者
の

う
ち
、
税
法
上
の
寡
婦
控
除
が
適

用
に
な
ら
な
い
ひ
と
り
親
が
対
象

と
な
る
が
、
未
婚
か
否
か
の
把
握

は
困
難
で
あ
る
た
め
、
本
人
か
ら

の
申
請
が
必
要
と
考
え
て
い
る
。

プレミアム付商品券

健
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祉
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議
案　

可
決

政務活動費について
　議員の調査研究その他の活動に資するため
必要な経費の一部として、「行田市議会政務活
動費に関する条例」に基づき交付しています。
交付の対象等については、次のとおりです。

※行田市議会では、支出に当たり、その内容を事前
及び事後に精査し、すべての支出について領収
書等の証拠書類を添付しています。
　また、使われなかった政務活動費は、
すべて返還しています。
　なお、政務活動費の収支報告書は閲
覧を請求することができます。

○交付の対象
○交　付　額

会派（所属議員が１人の場合を含む）
１人につき月額１万円（年間１２万円）

○経費の範囲

調査研究費

項　　目 内　　容

研 修 費

広 報 費

広 聴 費

要請・陳情
活　動　費

会派が行う市の事務、地方行財政に関する調査研
究及び調査委託に関する経費

会派が研修会を開催するために必要な経費、団体
等が開催する研修会の参加に要する経費

会派が行う活動、市政について住民に報告するた
めに要する経費

会派が行う住民からの市政及び会派の活動に対する
要望、意見の聴取、住民相談等の活動に要する経費

会派が要請、陳情活動を行うために必要な経費

会派が行う各種会議、団体等が開催する意見交換
会等各種会議への会派としての参加に要する経費

会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経費

会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入に要
する経費

会 議 費

資料作成費

資料購入費

子育て支援センター

問答

問

問問

問問問 答

答答

答答答


